
　京都市を除く府内１４市１１町村２一部事務組合の平成２３年度公営企業決算の概要は以下のとおりです。

　＜平成23年度  公営企業事業数一覧＞
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　　南丹病院組合：亀岡市、南丹市、京丹波町　　　山城病院組合：木津川市、笠置町、和束町、南山城村

　

記 者 発 表 資 料

平成２３年度　市町村等公営企業決算の概要(速報)

京 都 府 総 務 部 自 治 振 興 課
平 成 ２ ４ 年 １ １ 月 ２ ８ 日

京 丹 波 町 8

笠 置 町 2
和 束 町

2

※一部事務組合による病院事業の構成市町村は以下のとおり。

 １．地方公営企業の事業数 

合計(Ｈ22) 119
差引(増減) 0

山城病院組合 2
合計(Ｈ23) 119

与 謝 野 町 5
南丹病院組合 1

※法適用事業とは、地方公営企業法の適用を受けて実施する公営企業を示す。

伊 根 町 3

精 華 町 5
南 山 城 村 1
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（税財政担当 075-414-4454）

■　事業数：119事業（法適用34事業、法非適用85事業）

■　事業数の増減：宮津市駐車場事業(法非適用)追加、与謝野町宅地造成事業(法非適用)廃止
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上水道 ガス 病院 下水道 介護
福 知 山 市 1,025,651 514,937 2,838,298
舞 鶴 市 484,751 107,221
綾 部 市 1,239,495 1,050,180
宇 治 市 1,830,237
宮 津 市 169,259
亀 岡 市 3,164,064 1,097,618 88,011
城 陽 市 487,987 ▲ 877,685
向 日 市 587,346
長 岡 京 市 1,584,324
八 幡 市 1,277,088 694,427
京 田 辺 市 4,172,101
京 丹 後 市 1,026,181 478,211
南 丹 市 2,036,679
木 津 川 市 1,370,361
大 山 崎 町 279,895
久 御 山 町 873,865
井 手 町 192,866
宇 治 田 原 町 578,490
笠 置 町
和 束 町
精 華 町 1,844,472 12,778
南 山 城 村
京 丹 波 町 485,572
伊 根 町
与 謝 野 町 311,290
南丹病院組合 3,855,049
山城病院組合 1,480,207 105,329

簡易水道 下水道 港湾 市場 と畜 介護 地域開発 駐車場
福 知 山 市 6,562 519,133 2,773 0 ▲ 2,172,522
舞 鶴 市 13,698 23,708 2 132 29,260
綾 部 市 0 0 0 0
宇 治 市 0 0
宮 津 市 0 0 ▲ 134,421 0
亀 岡 市 36,008 8,791
城 陽 市
向 日 市 11,828
長 岡 京 市 4,830 3,698
八 幡 市 1,285
京 田 辺 市 727
京 丹 後 市 74,074 59,350 7,785 38,259
南 丹 市 11,077 57,622
木 津 川 市 3,903 19,801
大 山 崎 町 15,663
久 御 山 町 2,937
井 手 町 3,498 11,099
宇 治 田 原 町 537 2,169
笠 置 町 5,714 0
和 束 町 6,709 4,384 0
精 華 町 131 180 ▲ 1,755
南 山 城 村 1,386
京 丹 波 町 2,466 20,354 1,495
伊 根 町 2,254 0 626
与 謝 野 町 54,831 746
注１：空欄は事業を行っていない団体であり、「０」は収支の差し引きがゼロの団体を示す
注２：財政健全化法の「資金不足比率」は解消可能額等を控除するため、上記の赤字額が直接反映しない

（単位：千円）

■地方公営企業法適用事業の状況（剰余額又は不良債務の状況「流動資産－流動負債」）

■地方公営企業法非適用事業の状況（実質収支の状況）

 ２ 府内地方公営企業の決算概要（速報）

（単位：千円）
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47 45 2 2 ▲ 2

81 4 79 6 2 ▲ 2

114 5 112 7 2 ▲ 2

1企業が赤字に転落

1企業が赤字解消
1企業が事業開始

　　・地方債支払利息の減少により、赤字が解消した。(京丹波町)

赤字

Ｈ22年度(B)Ｈ23年度(A)

赤字黒字 赤字 黒字 黒字

（参考）黒字事業数、赤字事業数

備　　考

（単位：事業数）

■　赤字事業数：　５事業（Ｈ22年度：７事業）

と 畜

市 場

  注１：「法適用企業の黒字(赤字)」とは、「流動資産－流動負債」で示している。

港 湾

増減額(A)-(B)

介 護

地 域 開 発

駐 車 場

  注２：「法非適用企業の黒字(赤字)」とは、「実質収支(収入額－支出額－翌年度繰越額)」で示している。

下 水 道

法
非
適
用

小　計

合　計

2企業が赤字解消

1企業が事業終了

法
適
用

病 院

下 水 道

簡 易 水 道

上 水 道

ガ ス

小　計

介 護

■　下水道事業（法非適用）で２公営企業が赤字を解消した。（福知山市、京丹波町）

　　・一般会計からの補填により、赤字が解消した。(福知山市)

　　・地域開発(３事業)：福知山市、宮津市(臨海土地造成、住宅用地造成)

■　黒字事業数：１１４事業（Ｈ22年度：１１２事業）

　　・利用者数の減少に伴う料金収入の減少により、赤字転落した。

　　・介　　護(１事業)：精華町(訪問看護ステーション)

■　駐車場事業で１公営企業が赤字を解消した。（八幡市）

　　・市道拡幅工事に伴い隣接地を取得・整備する駐車場整備事業につき、府の補償金を収入したことにより
　　　赤字が解消した。

■　介護事業で１公営企業が赤字転落した。（精華町）

    ・下 水 道(１事業)：城陽市(公共)
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Ｈ22年度 Ｈ23年度

地域開発
事業

8.8% 5.2%

下水道事業 8.2% ‐

注１：資金不足比率の算出方法は以下のとおり

①法適用企業の場合・・・・・資金不足比率 ＝ 資金不足額 ÷ 事業の規模

　　資金不足額＝（（流動負債 － 流動資産）－ 解消可能資金不足額）

　　事業の規模＝営業収益の額

②法非適用企業の場合・・・・資金不足比率 ＝ 資金不足額 ÷ 事業の規模

　　資金不足額＝繰上充用額 ＋ 支払繰延額・事業繰越額 － 解消可能資金不足額

　　事業の規模＝営業収益の額

上水道 1,138,278 662,314 475,964 937,697 434,927 502,770 200,581 227,387 ▲ 26,806

ガ ス 0 0 0 0 0 0 0 0 0

病 院 5,013,873 4,164,653 849,220 4,873,701 4,043,878 829,823 140,172 120,775 19,397

介 護 65,279 606 64,673 45,886 672 45,214 19,393 ▲ 66 19,459

下水道 2,308,147 1,568,966 739,181 2,045,339 1,686,803 358,536 262,808 ▲ 117,837 380,645

小　計 8,525,577 6,396,539 2,129,038 7,902,623 6,166,280 1,736,343 622,954 230,259 392,695

簡易水道 2,162,290 1,561,258 601,032 2,338,188 1,508,219 829,969 ▲ 175,898 53,039 ▲ 228,937

港 湾 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市 場 0 0 0 275,807 4,042 271,765 ▲ 275,807 ▲ 4,042 ▲ 271,765

と 畜 1,900 0 1,900 2,191 0 2,191 ▲ 291 0 ▲ 291

地域開発 354,161 0 354,161 324,105 0 324,105 30,056 0 30,056

駐車場 13,040 4,756 8,284 5,065 5,065 0 7,975 ▲ 309 8,284

介 護 38,397 0 38,397 51,312 0 51,312 ▲ 12,915 0 ▲ 12,915

下水道 14,909,997 8,928,988 5,981,009 15,287,318 9,035,230 6,252,088 ▲ 377,321 ▲ 106,242 ▲ 271,079

小　計 17,479,785 10,495,002 6,984,783 18,283,986 10,552,556 7,731,430 ▲ 804,201 ▲ 57,554 ▲ 746,647

26,005,362 16,891,541 9,113,821 26,186,609 16,718,836 9,467,773 ▲ 181,247 172,705 ▲ 353,952

注１：「基準内繰入金」とは総務省からの繰入基準に係る通知に基づいて一般会計等からの繰入れたものを示す

合　計

繰入金
合　計

繰入金
合　計

法
適
用

繰入金
合　計基準内

繰入金

増減額(A)-(B)

基準外
繰入金

基準内
繰入金

基準外
繰入金

Ｈ23年度(A) Ｈ22年度(B)

基準内
繰入金

 ４．他会計繰入金の状況

法
非
適
用

基準外
繰入金

福知山市

■　財政健全化法の施行により地方公営企業の財政状況を「資金不足比率」で判断するとされている。

城陽市

■　財政健全化法で定める国の基準値は「２０％（早期健全化基準）」である。

■　資金不足比率が２０％を超過した公営企業は「該当なし」であった。

（単位：千円）

 ３．財政健全化法に係る資金不足比率の状況 

資金不足の状況等

早期整備を最優先に進めたことから、急激
な整備により元利償還が膨らみ、資金不足
が発生しているが、平成20年度から法適化
し料金改定の実施、水洗化率向上等により
料金収入が増となったことや、企業債の償
還が進み、その残高が減となったことで、
資金不足が解消された。

資金不足比率
区　　　分

福知山石原土地区画整理

公共下水道

事業長期化に伴う地価下落の影響等で資金
不足が発生しているが、土地の売却収入が
あったことや、一般会計からの繰入により
資金不足が縮減された。
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上水道

ガ ス

病 院

介 護

下水道

小　計

簡易水道

港 湾

市 場

と 畜

地域開発

駐車場

介 護

下水道

小　計

備　考

水道料金収入

680,754 679,788 966 ガス料金収入

 ５．料金収入等の状況

（単位：千円）

Ｈ23年度(A) Ｈ22年度(B) 増減額(A)-(B)

法
適
用

17,790,178 18,206,993 ▲ 416,815

34,922,788 33,831,538 1,091,250

57,480,060 56,823,343 656,717

3,628,442 3,635,276 ▲ 6,834 下水道料金収入

医業収入(入院・外来)

457,898 469,748 ▲ 11,850 介護サービス料金収入

58,531 54,759 3,772

水道料金収入

0

市場使用料収入

5,122

0 0 施設使用料

2,674,162 2,637,322 36,840

694,758 741,655 ▲ 46,897 介護サービス料金収入

32,076 38,672 ▲ 6,596

駐車場料金収入

479,821 813,419

下水道料金収入

16,227,173 ▲ 433,297

3,456 1,666 使用料収入

▲ 333,598 土地売払収入

合　計 73,273,936 73,050,516 223,420

15,793,876

法
非
適
用

11,849,406 11,937,890 ▲ 88,484
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